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平成１６年７月６日～７月３０日にかけて、退職資金交付事業の改善充実に資
することを目的として、維持会員の退職金制度等の現状を調査した。 
調査対象数は、613 会員でありすべての会員より回答をいただいた(回答率

100％)。 
調査内容は、6項目(19問)であり、以下に調査結果の概要を示す。 
 

Ⅰ 教職員の登録状況 

退職金の支給対象となる教職員の当財団への登録状況は、全体で 131,939 人
(72.2％）であり、内訳は、教員が、77,544人（91.1％）、職員が 54,395人(55.8％)
である。 
教員の登録内訳は、大学法人 74,137人（91.0％）、短大法人 3,355（92.3％）、
高専法人 52人（100％）である。 
職員の登録内訳は、大学法人 52,177人（54.9％）、短大法人 2,204人（90.7％）、
高専法人 14 人（100％）であり、大学法人の登録率が他に比べ低い状況にある
（看護師等医療系職員の登録者が少ない）。 

 
なお、高等学校等を設置する会員の内、都道府県の退職金団体へ加入している
会員は、379会員（79.3％）であった。 

 

Ⅱ 定年制 

教職員の定年年齢は、教員を 65歳（47.0％）、職員を 60歳（47.6％）として
いる会員が最も多く、教員の定年の第２位は、大学法人が 70 歳（26.7％）、短
大法人が 60歳（23.6％）であった。 
職員の定年は、大学法人、短大法人ともに同じ傾向であり、第２位が６５歳で
あった。 

 

Ⅲ 退職金の支給 

退職金の支給について、大学法人、短大法人間で差は見られない。 
退職金の支給形態は、「退職一時金のみ」を採用している会員が 592 会員
（96.6％）と最も多く、次いで「退職一時金と退職年金の併用」が 16会員（2.6％）
であった。 

 
退職一時金の算定方法は、「最終の基本給等算定基礎額×支給率」を採用して
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いる会員が 602 会員（98.2％）であり、ポイント制（ポイント制とは、成果主
義の一種で、勤務年数のほか役職経験年数等を加え、点数化したものを基礎と
する）を採用している会員はなかった。 
「基本給等算定基礎額」は、退職時の俸給月額としている会員が 506 会員
（82.5％）であり、その他として退職時以外の額を基礎としている会員が 91会
員（14.8％）であった。 
退職金計算の際の支給率は、大学法人と短大法人では異なる結果となった。 
大学法人は、独自の支給率を設定している会員が 247会員（52.8％）である。
一方、短大法人は、独自の支給率を設定している会員が 46会員（32.0％）であ
る。「当財団と同じ支給率」を採用している会員は、大学法人が 167会員(35.7％）、
短大法人が 85会員（59％）であった。 

 
退職金支給日までの日数は、退職日から１ヶ月以内としている会員が 256会員
（41.8％）と最も多く、次いで退職日に支給している会員が 208（33.9％）であ
る。多くの会員の退職金の支給日は、退職日又は１ヶ月以内となっている。 
なお、退職金支給日を規定化している会員は 316（51.5％）である。 
 

Ⅳ 失業教員に対する退職金の支給 

雇用保険の加入状況は、大学法人の 140会員（29.9％）が雇用保険に加入して
いる。短大法人では、91 会員（63.2％）が雇用保険に加入しており、短大法人
の加入率は 2倍高い状況である。 
雇用保険に加入していない会員のうち、国家公務員退職手当法第 10条(失業者
の退職手当)に相当する規定を定めている会員は、３会員であった。 

 

Ⅴ 退職給与引当金 

退職給与引当金の計上方法は、583会員（95.1％）が「期末要支給額計上方式」
を採用している。このほか大学法人の 4 会員、短大法人の 2 会員が「将来支給
額予測方式」を採用している。 
退職給与引当金の計上割合は、100％計上している会員と、50％を計上してい
る会員に二分している。100％を計上している会員は 364 会員（59.4％）あり、
50％を計上している会員が 107会員（17.5％）である。その他の比率には、3％
前後の会員が散在している。 
また、退職給与引当金の会計処理は、582会員（94.9％）が公認会計士協会学
校法人委員会報告第２９号の報告に則り会計処理を行っている。 
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Ⅵ 賃金（給与）制度 

教職員の任期制の導入状況は、大学法人の 204会員（43.6％）が任期制を導入
しており、このうち 138会員（67.6％）の会員が退職金支給対象としている。 
短大法人では、40会員（27.8％）が任期制を導入しており、このうち 22会員
（55.0％）の会員が退職金支給対象としている。これら任期制の対象は、主と
して教員であると推測される。 
また、教職員への年俸制の導入状況は、大学法人の 110会員（23.5％）が年俸
制を導入しており、このうち 49会員（44.5％）の会員が退職金支給対象として
いる。 
短大法人では、29会員（20.1％）が年俸制を導入しており、このうち 16会員
（55.1％）の会員が退職金支給対象としている。これら年俸制の対象は、主と
して教員であると推測される。 

以上 
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１ 調査の目的 
退職資金交付事業の改善充実に資するため維持会員の退職金制度等の現状を
調査する。 
 

２ 調査概要 
【調査期間】   ： 平成１６年７月６日～７月３０日 
【調査方法】   ： 郵送法 
【調査対象】   ： 私立大学退職金財団維持会員である学校法人 
【調査票の構成】 ：  

基本事項（会員番号、学校法人名、所属部署名、電話番号、回答者氏名、
役職名、設置する学校名） 

 Ⅰ 教職員の登録状況 
 Ⅱ 定年制 
 Ⅲ 退職金の支給 
 Ⅳ 失業教員に対する退職金の支給 
 Ⅴ 退職給与引当金 
Ⅵ 賃金（給与）制度 
 

【回答会員数】   ：調査対象維持会員数６１３会員すべてから回答があった。
（回答率は１００％） 

 

３ 回答会員のプロフィール 
  大 学 法 人  ４６８ 法人 

（大学４９９校、短期大学２５３校、高等専門学校２校） 
  短 期 大 学 法 人  １４４ 法人（短期大学 １４５校） 
  高等専門学校法人    １ 法人（高等専門学校 １校） 
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Ⅰ 教職員の登録状況 

B1 教職員の登録状況 

  
大学法人 短大法人 高専法人 合計 

 人 人 人 人 

退職金を支給する者の数 81,425 3,633       52 85,110 

財団への登録者数 74,137 3,355       52 77,544 

 
教 
員 

登 録 割 合  91.0% 92.3% 100.0% 91.1% 

退職金を支給する者の数   95,062 2,431     14   97,507 

財団への登録者数   52,177  2,204    14   54,395 

 
職 
員 

登 録 割 合  54.9% 90.7% 100.0% 55.8% 

退職金を支給する教職員数  176,487 6,064 66 182,617 

財団への登録者数  126,314 5,559 66 131,939 

 
合 
計 

登 録 割 合  71.6% 91.7％ 100.0％ 72.2% 

登録状況(全体）

登録者数
72.2%

登録していな
い者
27.8%

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

教員の登録状況

登録していな
い者
8.9%

登録者数
91.1%

職員登録状況

登録していな
い者, 44.2%

登録者数,
55.8%
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B2 高等学校等に常時勤務する教職員の都道府県退職金団体への加入状況 
(単位：会員数(%)) 

    大学法人 短大法人 高専法人 合計 

大学等のみ設置する 
 

112(23.9) 
 

23(16.0) 
 
- 

 
135(22.0) 

高等学校等を設置
する法人 

 
356(76.1) 

 
121(84.0) 

 
1(100.0) 

 
478(78.0) 

  
加入している 

 
279(78.4) 

 
99(81.8) 

 
1(100.0) 

 
379(79.3) 

  
加入していない 

 
27(7.6) 

 
7(5.8) 

 
- 

 
34(7.1) 

  
無回答 

 
50(14.0) 

 
15(12.4) 

 
- 

 
65(13.6) 

合計 
 

468(100.0) 
 

144（100.0） 
 

1(100.0) 
 

613(100.0) 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学法人無回答
14.0%

加入していな
い

7.6%

加入している
78.4%

短大法人

加入している
81.8%

加入していな
い

5.8%

無回答
12.4%
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Ⅱ 定年制 

＜教員＞                                       (単位：会員数) 

定年年齢 大学法人 短大法人 高専法人 会員数 

55 歳 0 0.0% 1 0.7% 0 0.0% 1 0.2%

56 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

57 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

58 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

59 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

60 歳 30 6.4% 34 23.6% 1 100.0% 65 10.6%

61 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

62 歳 3 0.6% 4 2.8% 0 0.0% 7 1.1%

63 歳 16 3.4% 10 6.9% 0 0.0% 26 4.2%

64 歳 4 0.9% 1 0.7% 0 0.0% 5 0.8%

65 歳 222 47.4% 66 45.8% 0 0.0% 288 47.0%

66 歳 4 0.9% 3 2.1% 0 0.0% 7 1.1%

67 歳 22 4.7% 7 4.9% 0 0.0% 29 4.7%

68 歳 38 8.1% 4 2.8% 0 0.0% 42 6.9%

69 歳 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.2%

70 歳 125 26.7% 14 9.7% 0 0.0% 139 22.7%

71 歳 2 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.3%

72 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

73 歳 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.2%

合計 468 100.0% 144 100.0% 1 100.0% 613 100.0%

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

教員定年年齢別会員数

1

65

7
26

5

288

7
29 42

1

139

2 1
0

50

100

150

200

250

300

350

55歳 60歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳 67歳 68歳 69歳 70歳 71歳 73歳
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＜職員＞                            (単位：会員数) 

定年年齢 大学法人 短大法人 高専法人 会員数 

50 歳 0 0.0% 1 0.7% 0 0.0% 1 0.2%

51 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

52 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

53 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

54 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

55 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

56 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

57 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

58 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

59 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

60 歳 207 44.2% 84 58.3% 1 100.0% 292 47.6%

61 歳 4 0.9% 1 0.7% 0 0.0% 5 0.8%

62 歳 21 4.5% 6 4.2% 0 0.0% 27 4.4%

63 歳 35 7.5% 12 8.3% 0 0.0% 47 7.7%

64 歳 3 0.6% 0 0.0% 0 0.0% 3 0.5%

65 歳 183 39.1% 37 25.7% 0 0.0% 220 35.9%

66 歳 3 0.6% 0 0.0% 0 0.0% 3 0.5%

67 歳 9 1.9% 1 0.7% 0 0.0% 10 1.6%

68 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

69 歳 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

70 歳 3 0.6% 2 1.4% 0 0.0% 5 0.8%

合計 468 100.0% 144 100.0% 1 100.0% 613 100.0%

 

 

 

 

 

職員定年年齢別会員数

1

292

5
27

47

3

220

3 10 5
0

50

100

150

200

250

300

350

50歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳 67歳 70歳
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Ⅲ 退職金の支給 

D1 退職金の支給形態 
 

                             (単位：会員数(%)) 

 大学法人 短大法人 高専法人 合計 

退職一時金のみ 
４５３

(96.8) 

１３８

(95.8) 

１

(100.0) 

５９２

(96.6) 

退職年金のみ ０ ０ ０ ０ 

退職一時金と退職年金

の併用 

１３

(2.8) 

３ 

(2.1) ０ 

１６

(2.6) 

その他 
２ 

(0.4) 

３ 

(2.1) ０ 

５ 

(0.8) 

合計 
４６８ 

(100.0) 

１４４

(100.0) 

１

(100.0) 

６１３

(100.0) 

 

 

退職金の支給形態

退職一時金のみ
96.6%

退職一時金と退
職年金の併用

2.6%

その他
0.8%
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D2 退職一時金の算定方法（D1 で退職一時金又は退職一時金と退職年金の併用
と回答した会員） 

                                 (単位：会員数(%)) 

 大学法人 短大法人 高専法人 合計 

最終の基本給等 

算定基礎額×支給率 

４６１

(98.5) 

１４０

(97.2) 

１

(100.0) 

６０２

(98.2) 

ポイント制 ０ ０ ０ ０ 

その他 
６ 

(1.3) 

１ 

(0.7) ０ 

７ 

(1.1) 

無回答 
１ 

(0.2) 

３ 

(2.1) ０ 

４ 

(0.7) 

合計 
４６８

(100.0) 

１４４

(100.0) 

１

(100.0) 

６１３

(100.0) 

 

 

D3 基本給等算定基礎額について 
                              (単位：会員数(%)) 

 大学法人 短大法人 高専法人 合計 

退職時の俸給月額 
３８６

(82.5) 

１２０

(83.3) ０ 

５０６

(82.5) 

その他 
７２

(15.4) 

１８

(12.5) 

１

(100.0) 

９１

(14.8) 

無回答 
１０ 

(2.1) 

６ 

(4.2) ０ 

１６ 

(2.6) 

合計 
４６８

(100.0) 

１４４

(100.0) 

１

(100.0) 

６１３

(99.9) 
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D4 支給率は何を基準としていますか 
 

                              (単位：会員数(%)) 

 大学法人 短大法人 高専法人 合計 

当財団と同じ支給率 
１６７

(35.7) 

８５

(59.0) 

１

(100.0) 

２５３

(41.3) 

国家公務員退職手当法

を準用 

４７

(10.0) 

９ 

(6.3) ０ 

５６

(9.1) 

その他 
２４７

(52.8) 

４６

(32.0) ０ 

２９３

(47.8) 

無回答 
７ 

(1.5) 

４ 

(2.8) ０ 

１１

(1.8) 

合計 
４６８

(100.1) 

１４４

(100.0) 

１

(100.0) 

６１３

(100.0) 

 

 

D5 退職金の支給日までの日数 
(単位：会員数(%))  

退職金支給

日迄の期間 会員数 

退職日 208(33.9) 

10 日以内 54( 8.8) 

20 日以内 34( 5.5) 

1 ヶ月以内 256(41.8) 

2 ヶ月以内 34( 5.5) 

3 ヶ月以内 24( 3.9) 

無回答 3( 0.5) 

合  計 613(99.9) 

※ 退職金支給日までの期間を「０」とした会員も退職日として集計した 

 

 

 

退職金支給までの期間別会員数

208

54
34

256

34 24
3

0

50

100

150

200

250

300

退職日 10日以内 20日以内 1ヶ月以内 2ヶ月以内 3ヶ月以内 無回答
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D6 退職金支給日の規定の状況 
  (単位：会員数(%)) 

退職金支給日の

規定 

会員数 

規定している 316(51.5) 

規定していない 286(46.7) 

無回答 11( 1.8) 

合  計 613(100.0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

退職金支給日の規定の状況

無回答
11法人, 1.8%

規定していない,
286法人, 46.7%

規定している,
316法人, 51.5%
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Ⅳ 失業教員に対する退職金の支給 

E1 雇用保険に加入していますか 
 

（単位：会員数(%)） 

 大学法人 短大法人 高専法人 合計 

加入している 
１４０

(29.9) 

９１

(63.2) ０ 

２３１

(37.7) 

加入していない 
３２８

(70.1) 

５３

(36.9) 

１

(100.0) 

３８２

(62.3) 

合計 
４６８

(100.0) 

１４４

(100.1) 

１

(100.0) 

６１３

(100.0) 

 

雇用保険加入状況

加入している,
231, 37.7%

加入していない,
382, 62.3%

 

会員種別ごとの雇用保険加入状況

140

91

0

328

53

1
0

50

100

150

200

250

300

350

大学法人 短大法人 高専法人

加入している 加入していない
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E2 国家公務員退職手当法第 10 条(失業者の退職手当)に相当する規定を定め
ていますか 

（単位：会員数(%)） 

 大学法人 短大法人 高専法人 合計 

定めている 
２ 

(0.6) 

１ 

(1.9) 

０ 

 

３ 

(0.8) 

定めていない 
３２２

(98.2) 

５１

(96.2) 

１

(100.0) 

３７４

(97.9) 

無回答 
４ 

(1.2) 

１ 

(1.9) ０ 

５ 

(1.3) 

合計 
３２８

(100.0) 

５３

(100.0) 

１

(100.0) 

３８２

(100.0) 

 

 

E3 国家公務員退職手当法第 10 条(失業者の退職手当)に相当する規定を定め
ている会員の規定の内容 

 

法人名 E3 

A 学園 
国家公務員退職手当法第 10 条、退職金交付業務方

法書第 17条とほぼ同様の内容 

B 学園 
国家公務員退職手当法第 10 条、退職金交付業務方

法書第 17条とほぼ同様の内容 

C 学園 都道府県職員の退職手当に関する条例を準用 
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Ⅴ 平成 15 年度の退職給与引当金 

F1 退職給与引当金の計上方法 
 

                           （単位：会員数(%)） 

 大学法人 短大法人 高専法人 合計 

将来支給額予測方式 
４ 

(0.9) 

２ 

(1.4) ０ 

６ 

(1.0) 

期末要支給額計上方式 
４５２

(96.6) 

１３０

(90.2) 

１

(100.0) 

５８３

(95.1) 

その他 
８ 

(1.7) 

１２

(8.3) ０ 

２０

(3.3) 

無回答 
４ 

(0.9) ０ ０ 

４ 

(0.7) 

合計 
４６８

(100.1) 

１４４

(99.9) 

１

(100.0) 

６１３

(100.1) 

 

 

F2 退職給与引当金の計上割合 
（単位：会員数(%)） 

割合 会員数 

100% 364(59.4) 

～90％ 16( 2.6) 

～80％ 17( 2.8) 

～70％ 16( 2.6) 

～60％ 11( 1.8) 

～50％ 107(17.5) 

～40％ 23( 3.8) 

～30％ 3( 0.5) 

30％～ 9( 1.5) 

その他 24( 3.9) 

無回答 23( 3.8) 

合計 613(100.0) 

 

退職給与引当金計上割合別会員数

364

16 17 16 11

107

23
3 9

24 23

0

50

100

150

200

250

300

350

400

100% ～90％ ～80％ ～70％ ～60％ ～50％ ～40％ ～30％ 30％～ その他 無回答
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F3 公認会計士協会学校法人委員会報告第 29 号による会計処理を行っていま
すか 

                             （単位：会員数(%)） 

 大学法人 短大法人 高専法人 合計 

行っている 
４４８

(95.7) 

１３３ 

(92.3) 

１

(100.0) 

５８２ 

(94.9) 

行っていない 
６ 

(1.3) 

４ 

(2.8) ０ 

１０ 

(1.6) 

無回答 
１４ 

(3.0) 

７ 

(4.9) ０ 

２１ 

(3.4) 

合計 
４６８

(100.0) 

１４４

(100.0) 

１

(100.0) 

６１３

(99.9) 
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Ⅵ 賃金(給与)制度 

G1 教職員に任期制を導入していますか 
 

                                （単位：会員数(%)） 

 大学法人 短大法人 高専法人 合計 

導入している 
２０４

(43.6) 

４０

(27.8) ０ 

２４４

(39.8) 

導入していない 
２６２

(56.0) 

１０４

(72.2) 

１

(100.0) 

３６７

(59.9) 

無回答 
２ 

(0.4) ０ ０ 

２ 

(0.3) 

合計 
４６８

(100.0) 

１４４

(100.0) 

１

(100.0) 

６１３

(100.0) 

 

 

G2 任期制の対象となる教職員は退職金給付の対象となりかすか 
                                （単位：会員数(%)） 

 大学法人 短大法人 高専法人 合計 

対象となる 
１３８

(67.6) 

２２

(55.0) ０ 

１６０

(65.6) 

対象とならない 
６５

(31.9) 

１８

(45.0) ０ 

８３

(34.0) 

無回答 
１ 

(0.5) ０ ０ 

１ 

(0.4) 

合計 
２０４ 

(100.0) 

４０

(100.0) ０ 

２４４

(100.0) 
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G3 教職員に年俸制を導入していますか 
 

                                （単位：会員数(%)） 

 大学法人 短大法人 高専法人 合計 

導入している 

１１０

(23.5) 

２９

(20.1) ０ 

１３９

(22.7) 

導入していない 

３５０

(74.8) 

１０９

(75.7) 

１

(100.0) 

４６０

(75.0) 

無回答 

８ 

(1.7) 

６ 

(4.2) ０ 

１４

(2.3) 

合計 

４６８

(100.0) 

１４４

(100.0) 

１

(100.0) 

６１３

(100.0) 

 

 

G4 年俸制の対象となる教職員は退職金給付の対象となりますか 
                                （単位：会員数(%)） 

 大学法人 短大法人 高専法人 合計 

対象となる 

４９

(44.5) 

１６

(55.1) ０ 

６５

(46.8) 

対象とならない 

６１

(55.5) 

１３

(44.8) ０ 

７４

(53.2) 

合計 

１１０

(100.0) 

２９

(100.0) ０ 

１３９

(100.0) 

 

以上 
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